
別紙３                   随意契約をすることができる場合に 

                         該当することの説明書 

 地方自治法施行令第167条の２第１項第

２号 により随意契約をすることができ

る場合 

  今回の契約が左に該当すること等の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「特定の者でなければ供給することができな 

いものを調達するとき」及び「財産の売払い、 

物件の貸付けその他の県の収入の原因となる 

契約であって、価格競争により契約の相手方 

を決めることが困難又は不適当なものをする 

とき」以外の場合であって、契約の性質又は 

目的が競争入札に適しない特別の事情がある 

とき。 

  

 

１ 契約の概要 

 

令和７年度岐阜県外国人児童生徒日本語初期指導支援事業

において、散在地域・小規模校における日本語指導が必要な

児童生徒数は増加傾向にあり、これらの学校に対する支援・

援助が急務である。そのため、散在地域を中心として、来日

直後の外国人児童生徒等が、日本の学校生活について必要な

知識や初期段階の日本語を集中的に身に付けることができる

ようにするために、遠隔・オンラインによる日本語指導講座

を実施することとしている。 

本件は、岐阜県日本語初期指導支援事業（オンライン日本

語初期指導講座）を効果的に企画・運営する業務を委託する

ものである。 

 

 

２ 契約の性質又は目的が競争入札に適しない特別な事情の

説明 

 

本業務委託は、岐阜県における日本語指導が必要な児童生

徒が、日本の学校生活について必要な日本語や知識等を確実

に身に付けることができるよう、日本語初期指導が実施でき

る体制等が十分に整っていない学校に在籍する児童生徒を対

象に、オンラインによる日本語初期指導講座を実施・運営す

るものである。提案事業者のもつ専門的知識、幅広い知見及

び経験等が最大限に発揮された企画提案、実施体制、過去の

実績等を総合的に評価し、適切に業務遂行するにふさわしい

事業者を選定する必要がある。 

一方で、契約の相手方により、オンラインによる日本語初

期指導に係る内容や方途等、提案内容及びその成果が異なる

可能性が大きい。よって、業務内容の規格を一律に指定し、

入札価格によって委託先を決定することは適切ではない。 

 

 

３ 選んだ特定の相手方が契約相手として適当であることの

説明 

 

 公募により、事業者から「岐阜県日本語初期指導支援事業

（オンライン日本語初期指導講座）」の内容提案を受け、プ

ロポーザル評価会議において、その内容を評価し、評価結果

に基づいた評価点の合計により、株式会社インターグループ

と契約を締結する。 

 

  備考 この様式により難いときは、 必要な事項を含む適宜の様式によることができる。 


